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1 内閣府『平成 29 年版高齢社会白書(概要版)』  
2 同上 
3 1.2 統計 表 1 参照 














































































表 1：入院外来別患者数の推移5                   (単位：千人) 
 H8年 H11 H14 H17 H20 H23 H26 
入院 1,480.4  1,482.6  1,451.0  1,462.8  1,392.4  1,341.0  1,318.8  
外来 6,028.3  5,686.3  5,330.1  5,815.3  5,555.5  5,898.0  5,874.9  
 




表 2：病院における入院収益・外来収益の割合6             (単位：%) 
  H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 
医業収益 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
うち入院収益 66.6 66.3 67.1 66.8 66.8 67.2 67.1 66.2 66.4 66.3 
うち外来収益 29.4 29.7 28.9 29.5 29.4 29.3 29.3 30.0 30.1 30.2 
 
表 3 は平成 11 年から平成 28 年までの日本全国に存在する病院7と診療所の数を表
す。小規模である診療所は増加しているが、相対的に大規模である病院は減少している。 
 
表 3：医療機関数の推移8                                (単位：施設数) 
 H11 H14 H17 H20 H23 H26 H27 H28 
病院 9,286 9,187 9,026 8,794 8,605 8,493 8,480 8,442 








                                                     
5 厚労省『患者調査 平成 26 年患者調査』より著者作成 
6 一般社団法人 全国公私病院連盟『平成 22 年～平成 29 年 病院運営実態分析調査の
概要』より著者作成 
7 診療所とはベッド数が 19 床以下の医療機関、病院とはベッド数が 20 床以上の医療
機関と定義されている。 





表 4：設立法人別病院利益率の推移10                   (単位：%) 
 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 平均 
医療法人 1.1 1.7 1.7 4.7 3.8 3.8 2.2 2.0 1.8 2.1 2.49 




た概念の多くは、取引費用の経済学として、klein et al.(1978)や Williamson(1985)などに























                                                     
9 直接金融の手段として特殊な社債や不動産流動化などが存在するがまだ一般的では
ない。 




























































(1) 定義(努力水準𝐞)  エージェントはプリンシパルに雇用された場合は、努力水準eを
提供する。この努力水準eは一般的な労働を表し非負の値である。 
 
(2) 定義(契約履行)  エージェントが雇用条件通りの努力水準を提供する行動を「契約
履行」と呼ぶ。 
 
(3) 定義(機会主義的行動)  エージェントが契約履行しないことを「機会主義的行動」
と呼ぶ。 
 
(4) 定義(完全機会主義的行動)  機会主義的行動のうち、努力水準を全く提供しない行
動を「完全機会主義的行動」と呼ぶ。そしてこれをe0と表し、e0 = 0である。 
 

























(4) 定義(機会主義者)  タイプ g のことを非機会主義者、タイプ n のことを不完全機会
主義者、タイプ b のことを完全機会主義者と呼ぶ。そして、タイプ n とタイプ b を
合わせて機会主義者と呼ぶ。 
 
(5) 仮定(𝐀𝒊(𝒊=𝒈,𝒏,𝒃))  エージェントには上記のタイプ g、タイプ n、タイプ b の 3 タイ
プのみしか存在しないと仮定する。ゆえに、p + q + r = 1となる。また、p, q, rは確




仮定(リスク選好)  P, A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)いずれのプレイヤーもリスク中立的であり、かつ資産効
果が無い11と仮定する。 
よって、各プレイヤーの期待効用は期待値と同値となり、かつ各プレイヤーの利得を貨
                                                     















仮定(収益関数)   収益関数V(e)は、以下の性質をもつ下記図 1 のような逓減する増加
関数(厳密な凹関数)を仮定する。 
 








そして、以下の性質を持つ下記図 2 のような逓増する増加関数(厳密な凸関数)である。 
 




































































仮定(留保利得)  wr − C(er) = 0 と仮定し、利得比較の基準とする。 
 
以上の、エージェントごとの留保利得をまとめると表 5 となる。 
 
表 5：エージェントのタイプ別まとめ 
タイプ 略字 行動 確率 留保利得 
good Ag 契約履行(e1) p 𝑤𝑟 − 𝐶(𝑒𝑟) = 0 
normal An 任意のe ≧ 0 q wr 







しかし、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)は確率pで good type (Ag)であるが、確率qで normal type (An) , 確率




雇用契約締結後、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)  は以下の行動を取る。 
(1) 仮定(Agの行動)  Agは契約後に「契約履行」を行い、雇用条件通りの努力水準
を提供する。この際に、Agは努力水準e1に基づいた私的費用C(e1)を支払う。 
 
(2) 仮定(𝐀𝐧の行動)  Anは契約後に自己の利得を最大化するような努力水準 e を
提供する。この際に、Anは努力水準eに基づいた私的費用C(e )を支払う。 
 
(3) 仮定(𝐀𝐛の行動)  Abは契約後に「完全機会主義的行動」をとり、努力水準e0= 0
を提供する。この際に、Abは努力水準e0に基づいた私的費用C(e0) = 0 を支払う。 
 











益 V(e1)を得て、賃金 𝑤1 を支払う。よって、P が得られる利得は、 V(e1) − 𝑤1 
である。そして、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)は受け取った賃金w1から私的費用C(e1)を支払った残








A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)が完全機会主義的行動を取った場合は努力水準は𝑒0 = 0 となるため、
生産されるPの収益は V(e) = V(e0) = V(0) = 0 となる。しかし賃金w1は立証
可能であるため、A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)に支払う義務があり、P の利得は−w1となる。一方の






動の費用として、解雇費用 F(> 0の定数) が発生する。一方のA𝑖(𝑖=,𝑛,𝑏)も解雇
に伴う費用が発生するため、こちらも解雇費用 f(> 0の定数) が発生する。 
よって、PとA𝑖(𝑖=,𝑛,𝑏)の得られる利得は ( -F , -f ) となる。 
(5) 雇用条件を拒否した場合 



























加制約 』と呼び、PC𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏) で表す。 
 
定義(参加制約) 𝐏𝐂𝒊(𝒊=𝒈,𝒏,𝒃) 





(PCg)： w1–  C(e1) ≧  wr–  C(er) =  0 ⇔  w1 ≧  C(e1) 











                                                     










条件は V’(e∗) = C′(e∗) , w∗ = C(e∗) を満たすような(e∗, w∗)である。 
 
ゆえに、このときのPの期待利得はp[V(e∗) − C(e∗)]となる。そして、この(e∗, w∗)












                                                     




2.3.1. ホールドアップ 3 条件 
バックワードインダクション(backwards-induction)によってこのゲームを解いた
ときに、ホールドアップ問題となるには、以下の条件を満たす必要がある。これを『ホ
ールドアップ 3 条件』と定義する。 
 
定義(ホールドアップ 3 条件)  ホールドアップ問題が成立するには、受容条件、機会主





ントが存在し現状維持の利得が高くなるためである。これを『受容条件(AC >  0)』と呼
ぶ。 
 




よって、AC =  −w1 − (−F) =  −w1 + F >  0 すなわち、F > w1のときに、受容条件
(AC > 0)を満たす。そして、仮定(解雇費用 F)より、常にAC > 0が成立する。 
 
2.3.3. 機会主義条件 
AC > 0 (受容条件)が成立している場合に、Anが機会主義的行動をとるのは、契約
履行(e1)を選択するよりも機会主義的行動(e ≠ e1)を選択した方が自身の利得が高くな
るためである。これを『機会主義条件(OC > 0)』と呼ぶ。 
 
定義(機会主義条件)  OC = 機会主義的行動の利得 - 契約履行の利得 > 0 
 





                                                     
15 証明は、Appendix P.45 に掲載した。 
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(1) Agの参加制約を満たす条件(PCg)：w1 ≧ C(e1) 
(2) A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)の参加制約を満たさない条件(¬PC𝑖(𝑖=𝑛,𝑏))：w1 <  wr 
 
よって、上記 2式が両立する条件は、以下となる。 
wr >  w1 ≧  C(e1) 
これを機会主義者排除条件と呼び、図 5 にその領域を示す。 
 
定義(機会主義者排除条件 OEC)  Agは参加するが、A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏) は参加しないような以下
の雇用条件を機会主義者排除条件(Opportunist exclusion condition：OEC)と呼ぶ。 















(1) ファーストベストが外部努力水準よりも低い場合(e∗ < er) 






る。そして、逆に(e∗ ≧ er)の場合とは、プリンシパルの生産性が平均以上と推測できる。 
 
2.3.6. 𝐞∗ < 𝐞𝐫（生産性平均未満）のときの雇用条件 
ファーストベスト解である (e∗, w∗) は、e∗ < erの時は OEC 内に存在する。よっ
て、非対称情報下でもプリンシパルの利益を最大化する努力水準 e はファーストベス
ト解 e∗ と同じである。そして、これを図 6 に示す。また、この時のPの期待利得は
p[V(e∗) − C(e∗)]となる。 
 
図 6：𝐞∗ < 𝐞𝐫（生産性平均未満）のときの最適契約 
 





2.3.7. 𝐞∗ < 𝐞𝐫（生産性平均未満）のときの評価 
ここで、e∗ < er のときのPの期待利得を評価する。評価方法は、ベンチマークから




額のことを対ベンチマーク減少利得(対 BM 減少)と呼ぶ。 
 




対ベンチマーク減少利得 = p[V(e∗) − C(e∗)] - p[V(e∗) − C(e∗)] = 0 
 
ゆえに、e∗ < er のときの期待利得はベンチマークと同じである。ゆえに生産性が
平均未満の病院は機会主義者を自然に排除することができる。以上の内容をベンチマー
クと比較して以下の表 6 にまとめる。 
 
表 6：𝐞∗ < 𝐞𝐫（生産性平均未満）のときとベンチマークの比較  
ベンチマーク 𝐞𝐫 > 𝐞
∗のとき 
情報 対象情報 非対称情報 
条件 なし e∗ < er 
OEC 不要 自然に満たす 
雇用条件 FB ( e∗, w∗ ) FB ( e∗, w∗ ) 
E[π] p[V(e∗) − C(e∗)] p[V(e∗) − C(e∗)] 
対 BM 減少 - 0 
OEC：機会主義者排除条件 FB：ファーストベスト E[π]：プリンパルの期待利得 
対 BM 減少：対ベンチマーク減少利得 
 
2.3.8. 𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫（生産性平均以上）のときの雇用条件 
e∗ ≧ erのときは、ファーストベスト解は OEC 外に存在する。よって、この場合の
プリンシパルの利得最大化の解は、以下の 2つのうちのどちらかである。 
 
(1) OEC を考慮して非機会主義者Agのみを採用して利得最大となる解 (er, wr) 
(2) OEC を無視して全てのタイプA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)を採用して利得最大となる解(e







用戦略 F2 と定義する。 
 
定義(採用戦略 F1)  e∗ ≧ er の時に OEC を考慮して OEC 内で利得最大となる解







準となり、Pの期待利得はp[V(er)–  C(er)]となる。そして、この解を図 7 に示す。 
 
図 7：採用戦略 F1(𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫) 
 
 
定義(採用戦略 F2)  e∗ ≧ er の時に OEC を無視して OEC 外で利得最大となる解(e
∗∗,












そして、この採用戦略 F2 の解を図 8 で示す。 
 
図 8：採用戦略 𝐅𝟐(𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫) 
 
 
2.3.9. 𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫（生産性平均以上）のときの採用戦略の評価のまとめ 
e∗ ≧ erのときの各採用戦略の考察結果を下記の表 7 にまとめる。なお、この評価の
計算の詳細については Appendix P.45 に掲載する。 
 
表 7：𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫（生産性平均以上）のときの各採用戦略の比較  
ベンチマーク 採用戦略 F1 採用戦略 F2 
情報 対象情報 非対称情報 非対称情報 
条件 なし e∗ ≧ er e
∗ ≧ er 
OEC 不要 考慮する 無視する 
雇用条件 FB ( e∗, w∗ ) SB ( er, wr ) SB( e
∗∗, w∗∗ ) 
E[π] p[V(e∗) − C(e∗)] p[V(er)–  C(er)] p[V(e
∗∗)] − C(e∗∗) 
対 BM 減少 - p{[v(e∗) − C(e∗)]
− [v(er) − C(er)]} 
≧ 0 
p{[V(e∗)– C(e∗)]  
–  V(e∗∗) –   C(e∗∗)} 
 + (1 –  p) C(e∗∗)} ≧ 0 
                                                     
17 証明は Appendix P.45 に掲載する。 
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OEC：機会主義者排除条件 FB：ファーストベスト SB：セカンドベスト 







2.3.10. 採用戦略 F1 と採用戦略 F2 の比較 
ここで、採用戦略 F1 と採用戦略 F2 を比較し、どちらの期待利得が高いかを考察
する。そのために、採用戦略 F1 の期待利得から戦略 F2 の期待利得を引き、その残額の







定義(判別式)  採用戦略 F1 の期待利得から採用戦略 F2 の期待利得を引く残額を判別
式と呼び D と表記する。そして D の符号によって以下の判断ができる。 
 
  D > 0 … 機会主義者排除条件(OEC)による経営改善効果あり 
D < 0 … 機会主義者排除条件(OEC)による経営改善効果はマイナス 





判別式 D =  p{[V(er)–  C(er)]– [V(e






e∗∗は定理(採用戦略 F2)より0 ≦ e∗∗ < e∗を定義域として0 < p < 1 の値によって変動す
る。よって、pが 1 に近いときにe∗∗がe∗に近くなり、D < 0となる。そして逆に、pが減




∗の間にD = 0となるpの値（すなわちe∗∗の値）が存在する。そして、 
e∗∗, er, e
∗, D の関係を図で表すと図 9 の通りとなる。 
 
図 9：𝐞∗∗, 𝐞𝐫, 𝐞




ここで、さらに以下の 2 つの仮定を設け、より簡易なモデルにて考察する。 
なお、考察の詳細は Appendix P.46 に示す。 
仮定（収益関数の簡易化）  V(e) =  e 





(1) 生産性平均未満(𝐞∗ < 𝐞𝐫) のプリンシパルの場合 
  e∗ < er の場合は、最適解はファーストベスト解(e
∗, w∗ )であるため、期待利得
は、以下となる。 





これを図に示すと下記の図 10 となる。 
 





(2) 生産性平均以上 (𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫) のプリンシパルの場合 
  e∗ ≧ erの場合のプリンシパルの期待利得は、以下の通りとなる。 
採用戦略F1の期待利得  E[π(F1)] =  p (1 −
cer
2
) er  




よって、 𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫の場合の各採用戦略の期待利得の関係を下記の図 11 に示す。 
 
図 11：𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫 の場合の期待利得 
 
これは、採用戦略 F1 は常にベンチマークを下回っているが、採用戦略 F2 の場合
は p がある値以上の場合は採用戦略 F1 によりも期待利得が高くなり、p=1 ではベンチ
マークと等しくなるということである。 
 
(Step 4)判別式 D=0 の軌跡 
さらに、採用戦略 F1 と採用戦略 F2 の期待利得の大小関係が入れ替わる判別式 D=0
の軌跡を求める。そして、その軌跡は図 12の通りとなる。 


























































(2) Agの参加制約(PCg): w1 ≧ c(e1)とA𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)の参加制約PC𝑖(𝑖=𝑛,𝑏): w1 ≧ wrは異な
るため、Pが求める努力水準e1と外部機会の努力水準erの大小関係で参加者が
決定される。即ち、e1 ≧ erであれば、A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)の全員が参加するが、e1 < erだ
とAgのみが参加する。 
(3) 情報の非対称性が存在しない場合は、P の利得を最大化する雇用条件は 
V′(e∗) = C′ (e∗)  , w(e∗) = C(e∗) を満たすような(e∗, w∗)である。そして、この
解をファーストベスト解(FB)と呼び、その期待利得をベンチマークと呼ぶ。 
(4) 非対称情報の下で P の利得を最大化する雇用条件は、ファーストベスト解と外
部機会の努力水準の大小関係によって場合分けが必要である。すなわち、e∗ <
er の場合と e
∗ ≧ er の場合である。 
(5) ファーストベスト解e∗が外部努力水準erより低い場合 (e





(6) ファーストベスト解e∗が外部努力水準erより高い場合 ( e
∗ ≧ er) は、機会主義
者の排除を考慮した(er, wr)を提示してAgのみ採用する採用戦略 F1 と機会主義
者の排除を無視して全てのエージェントA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏) を採用し、その場合のPの利
得最大化解(e∗∗, w∗∗)を雇用条件として提示する採用戦略 F2 のいずれかが最適
な採用戦略となる。しかし、いずれの採用戦略も期待利得はp < 1よりベンチ
マークよりも低いものとなる。 






































FB = (e∗, w∗ − ɤT) , BM = pπ∗ = p[V(e∗) − C(e∗)] + p(ɤ − 1)T 
 
よって、努力水準は不変だが、ベンチマークはp(ɤ − 1)T 増加した。この投資の効



















る。ゆえに新しい OEC の上限解をer2とすると、ファーストベスト解を追求できる OEC
の範囲がer > e
∗からer2 > e
∗に拡大する。これを下記の図 14 で示す。 




3.3.2. e∗ ≧ er2の場合（生産性平均以上） 
さらに、e∗ ≧ er2の場合についても考察する。それは、この投資によって採用戦略
F1 と採用戦略 F2 の優位性に変化があるかどうかである。そして、この投資によって、
各採用戦略の期待利得は以下に変化する。 
 
投資後の採用戦略F1の期待利得：E[π(F1)] =  p[V(er2) − C(er)] − pT 
投資後の採用戦略F2の期待利得：E[π(F2)] = p[V(e∗∗)] − C(e∗∗) + (ɤ − 1)T 
 
この投資によって、採用戦略 F1 はp[V(er2) − V(er)] − pT、採用戦略 F2 は(ɤ − 1)T
だけ投資前より期待利得が増加している。ただし、採用戦略 F1 の期待利得はV(er2) −





投資後D = p{[V(er2)–  C(er)]– [V(e
∗∗) −  C(e∗∗)]} + (1– p)C(e∗∗) − (ɤ − 1 + p)T 
 
ゆえに、p[V(er2) −  V(er)] > (ɤ − 1 + p)T のとき、 投資後 D > 投資前 D となり、
投資の結果、F1 が F2 より優位になる範囲が増える。ただし、採用戦略 F1 の期待利得








(V(er2) − V(er) > T)であれば生産性が向上(er → er2)し、期待利得が向上するというこ
とである。その他の病院はエージェントの私的費用削減分から投資費用を引いた額
((ɤ − 1)T)の利得が向上するということになる。 
 
3.4. 投資によるエージェントの負担軽減策のまとめ 
(1) この投資によってベンチマークとe∗ < er（生産性平均未満）の場合は、p(ɤ − 1)Tだ
け、すわなち非機会主義者Agの私的費用削減分の利得が増加する。 
(2) それに対して採用戦略 F2 は機会主義者も採用するため、全タイプのエージェント
の私的費用減少分の利得(ɤ − 1)Tの増加が見込める。 
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(3) さらに、採用戦略 F1 は努力水準の増加に対応した利得p[V(er2) − V(er)] − pTの増
加が見込める。 
(4) 特に採用戦略 F1 は収益の増加額が投資によるエージェントの私的費用の減少額以












仮定(変動賃金)  エージェントの提供した努力水準eに対応して変動する賃金w(𝑒) =







仮定(外部賃金𝐰𝐫)  外部賃金は、固定賃金モデルと同様に固定賃金wrと仮定する。 
 
上記の仮定変更に伴い、プレイヤーの利得は以下のように変わる。 
 プリンシパルの利得：V(e)–  w(e)  =  V(e)–  α –  βe 





















(PCg)：w(e1)–  C(e1) ≧  wr–  C(er) = 0 ⇔ w(e1) ≧  C(e1) 
(PCn)：w(e)–  C(e) ≧  wr  ⇔  w(e) ≧  C(e) +  wr 





                                                     











∗ = α∗ + β∗e∗ と wn
∗ = α∗ + β∗e∗ + 𝑤𝑟 になる。た




∗ = α∗ + β∗e∗とする。 
 
上記より、変動賃金モデルにおける対称情報時のPの期待利得は、以下となり固定
賃金時のベンチマークよりもq[V(e∗) − C(e∗) − C(er)]増加する。 
 
p[V(e∗) − C(e∗)] + q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] 
 






                                                     




4.3.1. ホールドアップ 3 条件 
定義(受容条件)、定義(機会主義条件)及び定義(参加制約)に従い、変動賃金モデル
においてもホールドアップ 3 条件を考察する。 
 
4.3.2. 受容条件 
受容条件 AC を求めると、AC = 受容の利得 - 拒否の利得 >  0より、 
AC = [V(e) − w(e)] − (−F) > 0   ∴F > −[V(e) − w(e)] のときに、受容条件(AC > 0)が
成立する。そして、V(e) − w(e)が最も低いのはe0のときであり、そのときは、AC = −α +









下の 3 つである。この 3 つの採用戦略は主にAnをどう扱うかによって分かれている。 
 
(1) 採用戦略 V1：Agのみを採用する戦略 
(2) 採用戦略 V2：AgとAnを採用する戦略(1)モラルハザード利用 
















4.3.5. 採用戦略 V1 (𝐀𝐠のみを採用する戦略) 
第 1 の戦略は固定賃金時と同様にファーストベスト解(e∗, w∗)を雇用条件として提
示し、Agのみ採用する戦略である。そして、この戦略は固定賃金時にはe
∗ < erの場合に
しか成立しなかったが、変動賃金時にはe∗ ≧ erの時にも成立する。 
 





そして、採用戦略 V1 の期待利得は、E[π(V1)] = p[V(e∗) − C(e∗)]となり、その雇用
条件を下記の図 17 で示す。 
 










                                                     
20 証明は Appendix P.36 に掲載する。 
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定理(採用戦略 V2)21  (e∗ , w∗)を通り、かつ(PCn)と接点(en, wn)で接する接線を w =
 αn +  βneとすると、以下の式を満たす解0 < enが存在する。 
[βne




よって、採用戦略 V2 のPの期待利得は、以下となる。 
E[π(V2)] =  P[V(e∗) − C(e∗)] +  q[V(en) − C(en) − C(er)] 
 
上記式右辺の第 1 項は常に正になるが、第 2 項は正負両方の場合がある。そして、
採用戦略 V2 の雇用条件を下記の図 18 に示す。 
 
図 18：採用戦略 V2 の雇用条件(𝐞∗＞𝐞𝐫のときのみ成立) 
 
                                                     
21 証明は Appendix P.53 に掲載する。 
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定理(採用戦略 V3)23  提示する雇用条件はα∗ = C(e∗) − β∗e∗ , β∗ =  C’(e∗)を満たす
(e∗, α∗ + wr + β
∗e)であり、このときA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)は努力水準e
∗を提供し、賃金として 
α∗ + wr + β




E[π(V3)] = (p + q)[V(e∗) − wn




の図 19 に示す。 
 





                                                     
22 一般的にはこのような余剰を「情報レント」という。 
23 証明は Appendix P.54 に掲載した。 
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変動賃金モデルにおける各採用戦略の考察結果を以下の表 8 にまとめる。 
 
表 8：変動賃金モデルの各採用戦略の比較表  
BM2 採用戦略 V１ 採用戦略 V2 採用戦略 V3 
情報 対象情報 非対称情報 非対称情報 非対称情報 
条件 なし なし e∗ > er なし 
採用対象 Ag Ag Ag& An Ag& An 
雇用条件 FB (e∗, wg
∗&wn
∗ ) FB (e∗, w∗) SB1(e∗, wn) SB (e ∗, w
∗∗) 
E[π] p[V(e∗) − C(e∗)]
+ q[V(e∗)
− C(e∗) − C(er)] 
p[V(e∗) − C(e∗)] P[V(e∗) − C(e∗)]
+  q[V(en)
− C(en) − C(er)] 
(p + q)[V(e∗)




− C(e∗) − C(er)] 
q(π∗ − πn) −pC(er) 
FB：ファーストベスト SB：セカンドベスト E[π]：プリンパルの期待利得 








詳細は Appendix P.57 に掲載し以下ではその結果のみ掲載する。 
 




                                                     
24 Abの採用確率 r は上記グラフでは 0 とし表現している。r を考慮する場合は横軸 q
と奥行き p の定義域の最大値を 1 から 1-r に変更すればよい。 
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図 19：ベンチマーク 2のグラフ 
 
図 20：採用戦略 V1 のグラフ 
 
図 21：採用戦略 V2 のグラフ 
 
図 22：採用戦略 V3 のグラフ 
 
これらの 3 次元グラフを比較すると、その違いはAnの採用確率 q が高い時に明確
に表れている。q が 0 の場合は、V2 はベンチマーク 2 を達成できるが、V3 は情報レン





上記を実務的視点で解釈すると、まず V2 の成立条件e∗ > er が成立するような高
度先進医療機関では V2 が選択可能となるので戦略の幅が広がる。対して他の医療機関
の選択肢は V1 か V3 のみである。この場合、利益を安定的に出せる戦略は V3 である。
V3 であればAnの採用確率が増えても利得は減少しないためである。そのような意味で

















V3 の 3 つである。 
(5) 特に採用戦略 V2 はe∗＞erの場合しか成立しないが、エージェントにあえてホ
ールドアップさせた方がプリンシパルの利得が改善する可能性が存在すると
いう新しい知見であり、先行研究などにはない解である。 
(6) 簡易モデルにおいて 3 次元グラフで BM2 から採用戦略 V3 までの 4 種類の期
待利得を比較した。するとAnへの対応をどうするかによって採用戦略の選択
が分かれる事が見えてくる。すなわち、Anの採用確率 q がAgの採用確率 p と
比較して相対的にどの程度高いかによって各戦略の優劣が変わってくる。つ
まり、AgとAnの期待利得のトレードオフの問題ということになる。 
(7) 実務的視点で解釈すると、採用戦略 V2 の成立条件e∗ > er が成立するような
高度先進医療機関では全体的には最適生産量e∗を追求しつつ機会主義者には
機会主義的行動を取らせても高い期待利得が達成できることを示している。
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Max  p[V(e) –  w(e)] 
subject to (PCg)： w(e) –  C(e) ≧  0 
e , w(e), C(e) > 0 
 
(Step 2)制約条件の等号成立 
ここで、仮に最適契約(e, w)でw(e) −  C(e)が厳密な不等号で成立すると仮定する。する
と、w − C(e) > 0となり、プリンシパルはwを(PCg)を満たす範囲で少し下げることによ
って自身の期待利得を増加させることができる。そしてこれは、(e, w)が最適契約であ
ることと矛盾する。よって、最適契約はw(e) –  C(e) = 0を満たさなければならない。 
 
(Step 3)最大化問題の解決 






p[V(e)–  w(e)] =  V’(e∗)–  C’(e∗) =  0 
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そして、これを解くと、V’(e∗) = C’(e∗)及びw(e∗) = w∗ = C(e∗)となる。また、これは
V”(e∗) < 0 , C”(e∗) > 0より 2 階の条件も満たす。 




固定賃金モデル下ではAC > 0のとき、常に機会主義条件(OC > 0)が成立する。 
 
(証明) 
OC =  w1 − C(e) − [w1 − C(e1)] = C(e1) − c(e)であるため、C(e1) > C(e)のときにOC > 0
が成立する。                                ■ 
 
 
P.23 定理(採用戦略 F2) 








 C(e ) を満たすPの期待利得E(π)は、以下となる。 
 
E(π) = p(V(e)–  w) − (1 – p)w = pV(e) − w = pV(e) − C(e) 
 
ゆえに、最大化の 1 階の条件は、以下となる。 
d
de
 E(π)  =  pV’(e∗∗)  −  C’(e∗∗)  =  0  ∴ pV′(e∗∗) = C′(e∗∗) 







) > 1 、V(e)は減少関数、C(e)は増加関数であるため、e∗ >  e∗∗ となる。■ 
 
 
P.23 𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫（生産性平均以上）のときの採用戦略の評価 




F1 の期待利得は、p(V(er)– C(er))であるため、以下の通りとなる。 
 
対ベンチマーク減少利得 = p[V(e∗)– C(e∗)] – p[(V(er)– C(er)) 
= p{[V(e∗) − C(e∗)] − [V(er) − C(er)]} 
 
これは、定義(ファーストベスト解)及び定義(ベンチマーク)からベンチマークはプ
リンシパルの利得最大の努力水準であるため、[V(e∗) − C(e∗)] − [V(er) − C(er)] ≧ 0であ
り、かつ、pは非機会主義者の確率であるため、0 < p < 1である。 




採用戦略 F2 の評価 
採用戦略 F2 の評価をするために、対ベンチマーク減少利得を調べると、採用戦略
F2 の期待利得は、p[V(e∗∗)] − C(e∗∗)であるため、以下の通りとなる。 
 
対ベンチマーク減少利得 = p[V(e∗) − C(e∗)]– {p[V(e∗∗)] − C(e∗∗)} 
= p{[V(e∗)– C(e∗)]– [V(e∗∗)– C(e∗∗)]} + (1– p)C(e∗∗) 
 
ここで、定義(ファーストベスト解)及び定義(ベンチマーク)からベンチマークはP
の利得が最大となる努力水準であるため、{ V(e∗) –  C(e∗)} – {(V(e∗∗) –  C(e∗∗))} ≧  0とな








仮定（収益関数の簡易化）  V(e) =  e  






収益関数と私的費用をeで微分するとV’(e) = 1 ,  C′(e)  =
1
2
× 2ce = ce 
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となる。よって、V(e∗) = e∗ =
1
c








































(Step 2)非対称情報下(𝐞∗ < 𝐞𝐫) の場合 
e∗ < er の場合は、最適解はファーストベスト解(e
∗, w∗ )であるため、期待利得は、以
下となる。 





(Step 3)非対称情報下 (𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫) の場合 
e∗ ≧ erの場合も同様に計算すると下記の通りとなる。 


















  ∴  e∗∗ =
p
c





















(Step 4)判別式 D=0 の軌跡 
さらに、採用戦略 F1 と採用戦略 F2 の期待利得の大小関係が入れ替わる判別式 D=0 の
軌跡を求める。 







 より p =  −(cer − 1)









 ゆえに、 cer =
er
e∗
となり、判別式D = 0は以下の時に成立する。 














上記投資によって、Agの参加制約はW ≧ C(e) − ɤTとなる。するとE[π] =  p[V(e) −
W − T] = p[V(e) − C(e) + (ɤ − 1)T] となり、Max(E[π]) =
dE[π]
de
=  pV′(e) −  pC′(e) = 0 




FB = (e∗, w∗ − ɤT) 






が拡大する。ゆえに新しい OEC の上限解をer2とすると、wr = C(er2) − ɤTより、C(er2) =
 wr +  ɤT = C(er) + ɤT を満たすer2が新しい OEC の上限となる。ゆえに、ファーストベ








E[π(F1)] = p[V(er2) − C(er2) + ɤT − T] =  p[V(er2) − C(er) − ɤT + ɤT − T]




p[V(er)–  C(er)]から、p[V(er2) − C(er)] − pT へと、p[V(er2) − V(er)] − pTだけ変化し
ている。しかし、この変化が増加であるには、V(er2) − V(er) > Tが条件となる。 
すわなち、努力水準の増加に伴う収益の増加額が投資額よりも大きいことである。 
 
投資後の採用戦略F2の期待利得：E[π(F2)] = p[V(e∗∗)] − C(e∗∗) + (ɤ − 1)T 
 
上記の採用戦略 F2 の期待利得を投資前と比較すると、採用戦略 F2 はp[V(e∗∗)] −
C(e∗∗)から、p[V(e∗∗)] − C(e∗∗) + (ɤ − 1)Tへと、(ɤ − 1)T変化している。そして、(ɤ −




投資後D＝p[V(er2) − C(er)] − pT − {p[V(e
∗∗)] − C(e∗∗) + (ɤ − 1)T} 
= p{[V(er2)–  C(er)]– [V(e
∗∗) −  C(e∗∗)]} + (1– p)C(e∗∗) − (ɤ − 1 + p)T 
 
ここで、投資前D =  p{[V(er)–  C(er)]– [V(e
∗∗) −  C(e∗∗)]} +  (1– p)C(e∗∗) であるた
め、その差し引きである、p[V(er2) −  V(er)] − (ɤ − 1 + p)Tだけ当初の判別式より変化
している。 
よって、p[V(er2) −  V(er)] > (ɤ − 1 + p)T のとき、 投資後 D > 投資前 D となり、
投資前よりも F1 が F2 よりも優位になる範囲が増える。 
これは、採用戦略 F1 のときは投資によって努力水準がerからer2へ増加するため、
その収益の増加額が投資によるエージェントの私的費用の減少額以上であるときは、投
資によって採用戦略 F1 の優位性が高まるということである。ただし、採用戦略 F1 の期









えに、最大化の 1 階の条件は以下となる。 
d
de










金時のファーストベスト解と同じ e∗であり、賃金は Agおよび Anそれぞれの参加制約を
満たした wg
∗ = α∗ + β∗e∗ と wn
∗ = α∗ + β∗e∗ + 𝑤𝑟 になる。ただし、α
∗ = C(e∗) − β∗e∗ , 











ここで、Agの雇用条件の努力水準をeg 、変動賃金を wg = αg + βgegとし、Anの雇用条
件の努力水準をen 、変動賃金を wn = αn + βnenとする。そしてこの時のPの期待利得は、
p[V(eg) − wg] + q[V(en) − wn]となる。 
よって、参加制約PC𝑖(𝑖 = 𝑔, 𝑛)を制約条件とした以下の最大化問題を解けばよい。 
 
Max  p[V(eg) − wg] + q[V(en) − wn] 
subject to (PCg)： wg ≧  C(eg) 
(PCn): wn ≧ C(en) + wr 
 wg = αg + βgeg 
wn = αn + βnen 






【Agに関する問題】Max  p[V(eg) − wg] 
subject to (PCg)： wg ≧  C(eg)  ,   wg = αg + βgeg  ,  eg, wg, C(eg), βg > 0 
 
【Anに関する問題】Max  q[V(en) − wn] 













p[V(eg) − C(eg)] = p[V
’(eg)– C






q[V(en) − C(en) − wr] = q[V
’(en)– C
















∗ =  C(eg) = C(e
∗) = w∗ 
wn
∗ = C(en) + wr = C(e
∗) + wr = w




∗  ,  αn＝α
∗ + wr  ,  βg = βn = β





∗, α∗ + β∗e) 
Anに提示する雇用条件は(e
∗, α∗ + wr + β
∗e) 
 
但し、α∗ = C(e∗) − β∗e∗ , β∗ =  C’(e∗) であり、かつAgの雇用条件は一例であり、 
wg













(1) Ab の不参加条件(¬PCb)：α = w − βe <  wr ∴ w < wr + βe 
(2) Agの 参加条件(PCg) ：w –  C(e) ≧  0 
よって、上記 2 式が両立する条件は、以下となる。 
wr +  βe >  w ≧  C(e) 
これが、変動賃金下での OEC であり、図 23 にその領域を示す。 
 


















Max  p[V(e)–  w(e)] 
subject to (PCg)： w(e) ≧  C(e) 
(¬PCn)：w(e) <  C(e) + wr 
w(e) = αg + βge 







Max  p[V(e)–  w(e)] 
subject to (PCg)： w(e) =  C(e) 
w(e) = αg + βge 




その解はα∗ = C(e∗) − β∗e∗, β∗ =  C’(e∗)であるファーストベスト解(e∗, α∗ + β∗e)となる。 
 






は異なり、e∗ ≧ erの時にも成立する。                    ■ 
 
 
P.37 定理(採用戦略 V2) 
(e∗ , w∗)を通り、かつ(PCn)と接点(en, wn)で接する接線を w =  αn +  βneとすると、以下
の式を満たす解0 < enが存在する。 
[βne








PはAgとAnを採用するために、以下の 2 条件を満たす雇用条件を提示する。 
 
Anの参加条件：w ≧   C(e) + wr 





∗ ≦ erの時は求める解は存在しない。 
 
(step 2)𝐞∗の導出 
定理(採用戦略 V1)より、( e∗ , w∗)を求める。これはV′(e∗) = C′(e∗) を満たす、PCg 上の
点であるため、w∗ =  C(e∗) となる。 
 
(step 3)𝐞𝐧の導出 
(e∗ , w∗)を通り、かつPCnと接点(en, wn)で接する接線を w =  αn + βne とすると、次の
2式が成立する。 
(pcg)：w
∗ = αn +  βne
∗ ≧ C(e∗) 




C(en) + wr −  βnen + βne
∗ = C(e∗) 
⇔ [βne
∗ −  C(e∗)] − [βnen − C(en)] + wr = 0 




そして、この雇用条件(e∗, wn)をセカンドベスト(SB)と呼ぶ。          ■ 
 
 
P.38 定理(採用戦略 V3)  提示する雇用条件はα∗ = C(e∗) − β∗e∗ , β∗ =  C’(e∗)を満たす
(e∗, α∗ + wr + β
∗e)であり、このときA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)は努力水準 e^*を提供し、賃金として 
α∗ + wr + β




∗ = C(e∗) − β∗e∗ , β∗ =  C’(e∗)







∗ = α∗ + wr + β
∗e∗ = C(e∗) + wr = C(e
∗) + C(er)となる。 
そして、この雇用条件は採用戦略 V1 と同様にe∗が定義域内のどのような値をとっても
成立する。                                 ■ 
 
P.39 
採用戦略 V1 の評価 
採用戦略 V1 の期待利得は、以下となる。 
 
E[π(V1)] = p[V(e∗) − C(e∗)] 
 
これは固定賃金下でのベンチマークと全く同じである。しかし、固定賃金下では
e∗ < erの場合のみベンチマークを達成できたが、この採用戦略 V1 はe
∗ ≧ erの場合でも
成立する。よって、固定賃金よりも変動賃金の方が期待利得は改善している。 
また対ベンチマーク 2 減少利得は、以下となる。 
 
対 BM2 減少=p[V(e∗) − C(e∗)] + q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] − p[V(e
∗) − C(e∗)] 
= q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] > 0 
ゆえに、採用戦略 V1 はAnによる期待利得分だけベンチマーク 2 より減少している。 
これは、採用戦略 V1 はAgのみ採用しているためAgの採用確率 p が 1に近い時はベンチ
マーク 2 と同じ利得だが、Anの採用確率 q が増えても利得は増加しないことからも導
かれる。 
 
採用戦略 V2 の評価 
  採用戦略 V2 の期待利得は、以下となる。 
 
E[π(V2)] =  P[V(e∗) − C(e∗)] +  q[V(en) − C(en) − C(er)] 
 
採用戦略 V2 はAnも採用しているため、Anによって産出される利得分であるq[V(en) −
C(en) − wr]だけ採用戦略 V1 よりも期待利得が増加している。ただし、この採用戦略 V2
が成立するのは、e∗ < erの場合のみである。 
 
また、対ベンチマーク 2 減少利得は、以下となる。 
 
対BM2減少=p[V(e∗) − C(e∗)] + q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] − P[V(e
∗) − C(e∗)] +  q[V(en) −
56 
 
C(en) − C(er)] = q[V(e
∗) − C(e∗)] − q[V(en) − C(en)]] = q(π
∗ − πn) > 0 
 
よって、採用戦略 V2 はAnの努力水準の減少による期待利得の減少分だけベンチマ
ーク 2 より減少している。 
 
 
採用戦略 V3 の評価 
採用戦略 V3 の期待利得は、以下となる。 
 




∗) − C(e∗) − C(er)] が増加している。この意味としては採用戦略
V1 はAgの採用確率 p のみにかけており、仮にAnの採用確率 q が高い場合はその利得を
得る機会を失う。これに対して採用戦略 V3 は情報レントといういわば保険料のような
ものを支払い、Anの採用確率 q が高い場合でも利益を上げることができるようにして
いる。また対ベンチマーク 2 減少利得は、以下となる。 
 
対 BM2 減少 
=  p[V(e∗) − C(e∗)] + q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] − (p + q)[V(e
∗) − C(e∗) − C(er)] 
= pC(er) > 0 
 





ここで、採用戦略 V2 と採用戦略 V3 を比較し、どちらの期待利得が高いかを考察
する。採用戦略 V2 の期待利得から採用戦略 V3 の期待利得を引く残額の符号を調べ、
符号が正である場合は、採用戦略 V2 の方が採用戦略 V3 よりも高いということになる。 
 
判別式 D2=採用戦略 V2 - 採用戦略 V3 
= p[(V(e∗) − C(e∗)] + q[V(en) − C(en) − C(er)] − (p + q)[V(e
∗) − C(e∗) − C(er)] 
= pC(er) + q{[V(en) − C(en)] − [V(e
∗) − C(e∗)]} 
 
ここで、φ = [V(e∗) − C(e∗)] − [V(en) − C(en)]とおくと、 
57 
 
D2 =  pC(er) − qφ となる。よって、D2 = 0のときは、q = (
C(er)
φ
) p となる。 
これは縦軸にqを取り、横軸にpを取ると、p + q + r = 1より直線q = (1 − r) − pと








) の大きさとは、採用戦略 V3 でAgに余分に支払う情報レントと採用
戦略 V2 でAnの機会主義的に行動で減少した利益の相対的大小関係を表している。よっ
て、判別式の符号は採用確率 p と採用確率 q の相対的な大小関係とAgへの情報レント
とAnによる減少利得の相対的大小関係の二つの要因で決定されるということである。
そして、これを図で示すと、下記の図 24 の通りとなる。 
 





















 , w∗ =
1
2c











 ,  π∗ =
1
2c







(Step 1)対称情報下でのベンチマーク 2を求める。 
変動賃金でのベンチマーク 2 は、以下となる。 
BM2 = p[V(e∗) − C(e∗)] + q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] = p (
1
2c

















採用戦略 V2 の解enは、以下の 2 式の解となる。 
[βne

























2 = 0 となり、これを解くと以下となる。 
 en =  
1
c
 ±  er 
 
よって、Anによる利得は、以下となる。 






























ゆえに採用戦略 V2 と V3 の期待利得は、以下となる。 





















(Step 4)判別式 D2=0 の条件 
判別式 D2 = 採用戦略 V2 - 採用戦略 V3  
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=  pC(er) + q{[V(en) − C(en)] − [V(e












2)] −  
1
2c









2)(p − q) = 0 ⇔  p = q となる。 
ゆえに、Agの採用確率 p とAnの採用確率 q が等しいときに、採用戦略 V2 と採用戦
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